
1６1６1６1６.  平成 15年 3月期     個別財務諸表の概要.  平成 15年 3月期     個別財務諸表の概要.  平成 15年 3月期     個別財務諸表の概要.  平成 15年 3月期     個別財務諸表の概要 平成 15年 5月 20日

上  場  会  社  名       株式会社東京精密 上場取引所　　　東

コ　ー　ド　 番　 号 7729 本社所在都道府県 　　東京都

（ＵＲＬ　　http://www.accretech.jp/）

代      表      者 　　　代表取締役会長Ｃ.Ｅ.Ｏ.　　　　　　　　大　坪　　英　夫

問合せ先責任者 　　　取締役業務会社執行役員社長　　太　田　　邦　正 TEL (0422) 48 - 1011
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 20日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 (金額：百万円未満切捨表示）

　　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
                    百万円             ％                  百万円           ％                  百万円           ％

15年  3月期            40,996         48.3              406         -               54          -

14年  3月期            27,643    △  57.1      △  2,304         -      △  1,968          -

         　    当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

                   百万円            ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期       　    1,032            -  　　　27    63     27   59 　　　　  3.1        0.1 　   　　0.1

14年  3月期        △  1,850            -   △　49    50        －   △     5.2  △   2.5 　△　　7.1
(注)①期中平均株式数 15年  3月期    37,364,354株　　　14年  3月期    37,373,761 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
                 １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
              円　  銭           円　   銭              円　 銭 百万円 ％ ％

15年  3月期           30    00        15    00          15    00     1,120        108.6 3.3

14年  3月期           30    00        15    00          15    00     1,119           - 3.2

(3)財政状態
      　　　    総  資  産         　株  主  資　本          株主資本比率 　１株当たり株主資本

     百万円     百万円     ％ 円　　銭

15年  3月期 82,163 33,247 40.5 890     03

14年  3月期 74,130 33,752 45.5 903     17

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期     　37,355,873 株　14年  3月期     　37,370,643 株

 　  ②期末自己株式数　　 15年  3月期             17,120 株　14年  3月期              2,350 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期         24,000 　　     900  　　     500          15  00 － －

通　　期         52,000 　　   2,700  　　   1,400  －              15  00        30  00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            37 円 48 銭

     ※上記の予想は，7,8頁に記載した事項等を前提としています。　
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１7．比較貸借対照表
（単位 百万円:百万円未満切捨てて表示）

　前　 期 　当　 期 　前　 期 　当　 期
(平成14年 (平成15年 (平成14年 (平成15年
3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在)

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部） （負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）
 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 流 動 資 産 48,06848,06848,06848,068 54,26354,26354,26354,263  流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 流 動 負 債 30,47730,47730,47730,477 38,07738,07738,07738,077
  現 金 及 び 預 金  3,946 4,705   支  払  手  形     4,731 8,369
  受  取  手  形 681 723   買    掛    金     1,868 4,752
  売    掛    金     12,854 15,921   短 期 借 入 金     22,000 18,500
  商          品     0 1 　一年以内返済予定長期借入金 　　　　－ 850
  製          品     6,095 5,773 　一年以内償還予定社債 　　　　－ 3,400
  材          料     1,341 1,102   未    払    金     566 726
  仕    掛    品     18,954 17,651   未  払  費　用     299 281
  貯    蔵    品     1 1   未 払 法 人 税 等  20 40
  前    渡    金     3,348 3,944   賞 与 引 当 金     400 390
  未 収 消 費 税 等  143 134   新 株 引 受 権     372 372
  繰 延 税 金 資 産  201 828   そ　  の    他 219 394
  そ    の    他     506 3,494  固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 固 定 負 債 9,9009,9009,9009,900 10,83810,83810,83810,838
  貸 倒 引 当 金       △ 6      △ 18   社          債     7,200 3,800
 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 固 定 資 産 26,05426,05426,05426,054 27,90027,90027,90027,900   転  換  社  債     51 51
（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産） (9,608)(9,608)(9,608)(9,608) (9,376)(9,376)(9,376)(9,376) 　長 期 借 入 金 　　　　－ 4,150
  建　　　　　物     4,186 3,878   退職給付引当金     2,176 2,458
  構    築    物     168 178   役員退職慰労引当金 473 378
  機  械  装  置     2,377 1,917  負 債 合 計 負 債 合 計 負 債 合 計 負 債 合 計 40,37840,37840,37840,378 48,91548,91548,91548,915
  車 両 運 搬 具     66 18
  工 具 器 具 備 品  552 505 （資本の部）（資本の部）（資本の部）（資本の部）
  土          地     1,528 1,526  資  本  金 資  本  金 資  本  金 資  本  金 7,1997,1997,1997,199 7,1997,1997,1997,199
  建 設 仮 勘 定     728 1,351  法定準備金 法定準備金 法定準備金 法定準備金 12,53512,53512,53512,535
（無形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産） (6,233)(6,233)(6,233)(6,233) (6,863)(6,863)(6,863)(6,863)   資 本 準 備 金     11,806
  ソ フ ト ウ エ ア  6,190 6,829   利 益 準 備 金     728
  そ    の    他     43 34  剰  余  金 剰  余  金 剰  余  金 剰  余  金 14,26414,26414,26414,264
（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産） (10,211)(10,211)(10,211)(10,211) (11,661)(11,661)(11,661)(11,661)   任 意 積 立 金     5,000
  投 資 有 価 証 券  2,273 2,326   当期未処分利益 9,264
  関 係 会 社 株 式  3,877 3,877  資本剰余金 資本剰余金 資本剰余金 資本剰余金 11,80611,80611,80611,806
  出    資    金     47 47   資 本 準 備 金 11,806
  子 会 社 出 資 金  55 80  利益剰余金 利益剰余金 利益剰余金 利益剰余金 14,90414,90414,90414,904
  長 期 貸 付 金     887 3,471   利 益 準 備 金 728
  繰 延 税 金 資 産  2,656 1,544   任 意 積 立 金 5,000
  そ    の    他     494 360   当期未処分利益 9,176
  貸 倒 引 当 金          △ 80      △ 45

 繰 延 資 産 繰 延 資 産 繰 延 資 産 繰 延 資 産 8888 　　　　－　　　　－　　　　－　　　　－ その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金     △ 237     △ 617
  社債発行差金       8 　　　　－  自己株式 自己株式 自己株式 自己株式      △ 10      △ 46

 資 本 合 計 資 本 合 計 資 本 合 計 資 本 合 計 33,75233,75233,75233,752 33,24733,24733,24733,247
 資 産 合 計 資 産 合 計 資 産 合 計 資 産 合 計 74,13074,13074,13074,130 82,16382,16382,16382,163  負債及び資本合計 負債及び資本合計 負債及び資本合計 負債及び資本合計 74,13074,13074,13074,130 82,16382,16382,16382,163

    科       目     科       目



23

18181818．比較損益計算書．比較損益計算書．比較損益計算書．比較損益計算書
                                           （単位 百万円 : 百万円未満を切り捨てて表示）

     前     期      当     期
       科        目 自 平成13年4月 1日 自 平成14年4月 1日 比較増減

至 平成14年3月31日 至 平成15年3月31日 (△は減少)
金   額 構成比 金   額 構成比

  営 業 損 益 の 部             
経         売       上       高     27,643  100.0     40,996  100.0    13,353
        売    上    原    価     21,955   79.4     34,497   84.1    12,541

常         販売費及び一般管理費      7,992   28.9      6,093   14.9  △ 1,899
      営    業    利    益   △ 2,304  △8.3        406    1.0     2,711

損   営 業 外 収 益 の 部             
      営  業  外  収  益                  701    2.5        345    0.8    △ 356

益         受取利息及び配当金             (   455)    (   331)      
        そ の 他             (   245)    (    13)  

の       営  業  外  費  用                  365    1.3        697    1.7       331
        支 払 利 息             (   254)    (   325)  

部         そ の 他             (   111)    (   372)   
      経    常    利    益   △ 1,968  △7.1         54    0.1     2,023

特
別
損

  特   別   利   益             
        営 業 譲 渡 益          
        子 会 社株式売却益          

     1,796
       －
   ( 1,793)

   6.5      3,059
   ( 2,936)
       －

   7.5
    
    

    1,263

益
の
部

      そ の 他          
  特   別   損   失             
         たな卸資産評価損及び廃却損

   (     2)
     2,643
   ( 1,779)

   9.6
   (   123)
     1,299
   ( 　903)

  3.2  △ 1,343

        そ の 他             ( 　863)    ( 　396)
税 引 前 当 期 純 利 益                △ 2,815 △10.2      1,814    4.4     4,629
法人税 ､住民税及び事業税                      97    0.4         41    0.1     △ 55
法 人 税 等 調 整 額                △ 1,062 △ 3.9        740    1.8     1,803
当 期 純 利 益                △ 1,850 △ 6.7      1,032    2.5     2,882
前 期 繰 越 利 益                  12,399      8,704  △ 3,695
自 己 株 式 消 却 額                     726        －   △  726
中 間 配 当 額                     559        560         1
当 期 未 処 分 利 益                   9,264      9,176     △ 88
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19．比較利益処分案．比較利益処分案．比較利益処分案．比較利益処分案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位　百万円：百万円未満を切り捨てて表示）

項        目 前          期 当         期

当 期 未 処 分 利 益          ９，２６４
                   

　９，１７６

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金          

配 当 金          

　　　　　　　　　
取 締 役 賞 与 金          

次 期 繰 越 利 益          

　　　　　　　　　
                  －

　　　　　　　　５６０
　　（ 普通配当 1株につき１５円）

　　　　　　　　　－

      　　　８，７０４

              　  
                   －

            　   ５６０
     （ 普通配当 1株につき１５円）

　　　　  －

             ８，６１５

 （注）平成 14 年 12 月 2 日に 560 百万円(１株につき 15 円)の中間配当を実施いたしました。
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 20202020．重要な会計方針．重要な会計方針．重要な会計方針．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　　　  移動平均法による原価法であります。
　　　　　　　 ②その他有価証券
　　　　　　　　時価のあるもの……当期末の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理
　　　　　　　　　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定）であります。
　　　　　　　　時価のないもの……移動平均法による原価法であります。
　　　　　 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　　　　　商品・製品・材料及び貯蔵品は先入先出法による原価法、仕掛品は個別法による原価法で
               あります。
　　　　　 (3)固定資産の減価償却の方法
　　　　　　　　有形固定資産　　主として定率法によっております。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降取得し
　　　　　　　　　　　　　　　　た建物（建物附属設備は除く）については、定額法によっております。
　　　　　　　　無形固定資産　　市場販売目的のソフトウエアは、見込販売数量に基づく方法又は残存有効期
　　　　　　　　　　　　　　　　間（3 年以内）に基づく定額法によっており、自社利用のソフトウエアにつ
　　　　　　　　　　　　　　　　いては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
　　　　　　　　　　　　　　　　す。その他の無形固定資産は、定額法であります。
　　　　　 (4)繰延資産の処理方法
　　　　　　　　社債発行差金　　新株引受権付社債に係る社債発行差金については社債償還期間（４年）に
　　　　　　　　　　　　　　　　わたり均等償却しております。
　　　　　 (5)貸倒引当金
　　　　　　　　　債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　　　　　　　　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　　　　 (6)賞与引当金
               従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額基準により計上しております。
   　　　　(7)退職給付引当金
　　　　　　　　　従業員に対する退職給付の支払いに備えるため、当期末における退職給付債務および年金
　　　　　　　　資産の見込額に基づき計上しております。
　　　　　 (8)役員退職慰労引当金
　　　　　　　　　役員の退任時に支出が予測される役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末
　　　　　　　　支払見込額を計上しており、平成 14 年改正前商法第 287 条ノ 2 に規定する引当金であります。
　　　　　 (9)リ－ス取引の処理方法
　　　　　　　　　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引
               については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　　　　  (10)消費税等の会計処理
　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式で行っております。
           (11)当営業年度から｢自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準｣を適用しており、また、平成 14年
               3月の商法施行規則により資本の部の表示を変更しております。
　　　　　(12)当営業年度から｢1株当たり当期純利益に関する会計基準｣を適用しております。これによる影響はあり
               ません。
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(貸借対照表関係注記事項）                    　　　　   （単位　百万円：百万円未満を切り捨てて表示）
                                              ［前  期］            [当  期]
  1. 子会社に対する短期金銭債権                         ５，４３７           ７，２９０
  2. 子会社に対する短期金銭債務                         ２，８００           ４，４１４
  3. 子会社に対する長期金銭債権                             ８２４           ３，４１７
  4. 子会社に対する長期金銭債務                         ７，２００           ７，２００
  5. 主 な 外 貨 建 資 産                
                      売 掛 金                 ３，５６８           ３，５９３
                                            (26,983 千米ドル)     (30,143 千米ドル)
                      子 会 社 株 式                 ２，５００           ２，５００
                                            (21,678 千米ドル)     (21,678 千米ドル)
  6. 有形固定資産の減価償却累計額                           ７，５８１           ８，１２０
  　　　　
  7. 新株引受権付社債による新株引受権                
              銘            柄           株式の発行価額の総額          行使価格
       第 ４回無担保新株引受権付社債         ４００百万円          ４，７３０円９０銭
       第 ５回無担保新株引受権付社債     ２，０００百万円        １３，２９７円００銭
　　　 第 ６回無担保新株引受権付社債     １，０００百万円        １３，０１０円９０銭
　　　 第 ７回無担保新株引受権付社債     ２，０００百万円        　６，８０４円１０銭
       第 ８回無担保新株引受権付社債     １，０００百万円        　５，５００円５０銭
       第 ９回無担保新株引受権付社債         ４００百万円        　２，６４８円９０銭
       第 10 回無担保新株引受権付社債         ４００百万円        　４，９１７円９０銭
  8. 債務保証及び保証類似行為                 ［前  期］            [当  期]
                                                  ４０７               ８４０
  9. 受取手形および輸出為替手形割引高         ２，２２９           ３，６６９
 10. 重要なリース資産
         貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している重要な固定資産として
       ＣＡＤシステム、電子計算機その他の事務機器があります。
 11. 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実
       該当事項なし。
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(損益計算書関係注記事項）                           　　（単位　百万円：百万円未満を切り捨てて表示）
 子会社との取引高                        　 ［前  期］            [当  期]

         （１）売上高                     　    ４，９５５         　６，５４６
         （２）仕入高                       　  ８，５４７         　８，６１９
         （３）営業取引以外の取引高           　    １３７           ４，１８９

(リース関係注記事項）
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に関る注記

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
[  機械装置  ]                     　  ［前  期］            [当  期]

           取 得 価 額 相 当 額                       　１，８７６　         ２，０８５
           減価償却累計額相当額                         　  １０２               ４１２
           期 末 残 高 相 当 額                         １，７７３           １，６７２
          [工具器具備品]
           取 得 価 額 相 当 額                       　    ４７７　             ４５０
           減価償却累計額相当額                         　  １９３               ２４１
           期 末 残 高 相 当 額                         　  ２８４               ２０９

② 未経過リース料期末残高相当額
    [  機械装置  ]                        ［前  期］            [当  期]
     一 年 以 内                              　２５５             　２９５
     一 年 超                            １，５３１           １，４２２
     合 計                            １，７８６           １，７１８
    [工具器具備品]
     一 年 以 内                              　１００             　  ９７
     一 年 超                                １８８               １１６

           合 計                                ２８９             　２１４
       
　　　③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
          [  機械装置  ]                       ［ 前  期］            [当  期]
           支払リース料                            １１８               ３５７
           減価償却費相当額                        １０２　　　         ３０９
           支払利息相当額                            ２９      　　       ７９
          [工具器具備品]
           支払リース料                            １１４               １１０
           減価償却費相当額                        １０７　　　         １０４
           支払利息相当額                              ７      　　     　　５
       
　　　④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

※ 減価償却費相当額の算定方法
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
※ 利息相当額の算定方法
    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への
    配分方法については、利息法によっております。
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21212121．売上高･受注高･受注残高の内訳．売上高･受注高･受注残高の内訳．売上高･受注高･受注残高の内訳．売上高･受注高･受注残高の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （単位　百万円：百万円未満を切り捨てて表示）

前          期
平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日

当         期
平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日

期別

機種別 売 上 高 受 注 高 受注残高 売 上 高 受 注 高 受注残高

半導体製 造用機器            15,897
(  8,240 )

   9,948
(  5,202 )

   4,838
(  2,540 )

  29,154
( 17,037 )

  30,840
( 16,789 )

   6,524
(  2,291 )

計 測 機 器             6,969
(  1,083 )

   6,442
(  1,037 )

   1,092
(    107 )

   7,631
(  1,446)

   7,865
(  1,559 )

   1,325
(    220 )

自 動 計 測 機 器             4,278
(    283 )

   3,858
(    276 )

     576
(     39 )

   3,959
(    256)

   4,189
(    242 )

     806
(     25 )

そ の 他               498
(     43 )

     352
(     35 )

      16
(     10 )

     251
(     28 )

     286
(     25 )

      51
(      7 )

合 計            27,643
(  9,651 )

  20,602
(  6,551 )

   6,523
(  2,698 )

  40,996
( 18,768 )

  43,181
( 18,616 )

   8,708
(  2,545 )

（注）各欄の（  ）内の数字は輸出高を表しております。

22222222．役員の異動．役員の異動．役員の異動．役員の異動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 15年 6月 27日付
　　1．新任監査役候補者（略歴後記）
　　　　　  
           監　査　役　　　吉　儀　　　肇

＊ 新任監査役候補者は、｢株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律｣第 18条第 1項に
定める社外監査役の要件を充足する監査役であります。

　　2．退任予定監査役

　　　　　 監　査　役　　　野　口　　　光
                                                                                    

                                新任監査役候補者（略歴）

　　吉　儀　　肇　（ 昭和 18 年  2 月 11 日生 ）
　　　　　　　　　　 平成  7 年  6 月　 株式会社日本ダイナースクラブ取締役企画部長
　　　　　　　　　　 平成  9 年  6 月　 同社　取締役信用管理部長兼調査部長
　　　　　　　　　　 平成 11 年  4 月　 同社  常務取締役
　　　　　　　　　　 平成 12 年  9 月　 シティコープダイナースクラブジャパン株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 常務取締役
　　　　　　　　　　 平成 13 年  5 月　 同社  代表取締役社長
　　　　　　　　　　 平成 14 年  6 月　 同社  監査役

以 上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


